
第６章 ともにつくる参画と協働のまちづくり

第１節 協働のまちづくり

現状と課題

■財政状況が一層厳しさを増すことが予想される中で、ますます高度化、多様化する

行政ニーズに対応し、自立したまちを創造・経営していくためには、これまで以上

に市民参画、市民と行政との協働のまちづくりを進めていく必要があります。

■行政情報の公開・提供を積極的に行い、市民と行政との情報・意識の共有化を図り

ながら、多様な市民参画・協働の仕組みを確立していくことが必要です。

■本市では、広報紙やホームページを中心とする広報活動を推進するとともに、各種

計画作成時のアンケート調査の実施などの広聴活動を行っています。また、情報公

開条例及び個人情報保護条例の制定のもと、情報公開を推進しているほか、各種の

審議会や委員会等を通じた市民参画による各種行政計画の策定・推進、その会議の

内容の公表制度やパブリックコメント*の導入、各種市民活動団体の多様な分野にお

ける自主的な活動の育成・支援などに努めています。

■すべての分野で市民と行政とが一体となった協働のまちづくりが一層活発に行われ

るよう、行政が行うべきことと、市民が自助努力で行うべきことは何かを明確にし

て、協働のまちづくりを進める基本方針や推進計画により市民参画・協働に関する

施策を総合的、計画的に進めていく必要があります。

■社会の変化を的確にとらえ、様々な課題に柔軟に対応していくため、積極的に社会

貢献活動に参画しているＮＰＯと事業者、行政が対等な立場で連携・協働していく

地域づくりが、ますます大切となっています。これに加え、国内外における他地域

等との交流も、地域活性化や人材育成の大きな契機となるものであり、地域間交流

の促進が求められます。

施策の目的

地方分権時代の新たなまちづくりの仕組みとして、総合的な指針づくりのもと、市

民と行政との協働体制の確立を進めます。また、様々な団体と国内外の交流など多彩

な連携と協働による活力ある地域づくりを推進します。

* パブリックコメント：行政機関などが政策立案にあたり、広く住民に素案を公表し、それに対する

意見・情報を考慮して最終決定を行うこと。



施策の体系

市民参画機会の拡充・協働のまちづくり

の推進

広聴広報の充実・情報公開の推進

各種相談窓口の充実

市民活動団体、ボランティア活動の活性化

国内外との交流活動の活性化

主要施策

（１）市民参画機会の拡充・協働のまちづくりの推進

各種審議会での委員等の一般公募や各種行政計画策定過程におけるパブリックコメ

ント制度の活用、ホームページでのメールによる意見聴取、アンケート調査の実施な

ど市民の意見を求める機会の充実を図ります。

また、市民と行政がそれぞれの役割と責任を持って、ともに関わりあいながら、協

働してまちづくりの課題解決に取り組む体制づくりに向けて、区長会などとの連携を

強化するとともに、協働のまちづくり推進の基本となる自治基本条例の制定を検討し

ます。

主な事業 内容 課 名

各種審議会の開催

市政に対する市民の理解と関心を深め、もって市

民の市政参画による開かれた市政の推進に資す

るものであることを目的として、各種審議会を開

催します。

各課

まちづくりアンケートの

実施

各行政分野における市民の満足度等を把握し、今

後のまちづくりに生かしていくことを目的とし

てアンケートを実施します。

政策秘書課

まちづくり推進事業

地方分権時代の新たなまちづくりの仕組みとし

て、市民と行政との協働体制を確立し、地域の活

性化を推進します。

市民課

（２）広聴広報の充実・情報公開の推進

広報紙やホームページ、ケーブルテレビや報道機関を活用した積極的な情報提供に

努め、広報活動の充実を図ります。また、情報公開条例及び個人情報保護条例に基づ

き、市政運営の透明性の確保を図るため、情報公開を推進し、また、市が設置する各

種審議会等の会議の公開制度により、市民との情報共有を図るとともに、「甲州市民」

として一体感の醸成に努めます。

協働のまちづくり



主な事業 内容 課 名

広報・ホームページの充実

多様化する住民ニーズを的確に対応するため、広

報やホームページの機能やデザインなどを研究

し、情報発信の更なる充実に努めます。

政策秘書課

ソーシャルネットワーク

の研究

本市の情報を数多くの手法で提供できる、民間の

ソーシャルネットワークとの連携を研究します。
政策秘書課

パブリシティ制度の推進
速報性、広域性、信頼性の観点から報道機関を活

用した情報の発信に努めます。
政策秘書課

ケーブルテレビを活用し

た情報発信の推進

広報誌やホームページと同様に、ケーブルテレビ

を活用した情報発信に努めます。
政策秘書課

啓発活動の推進
広報紙、ホームページや報道機関を活用した積極

的な情報提供に努めます。
市民課

（３）各種相談窓口の充実

行政サービスの多様化に対応するため、柔軟な対応と行動ができるシステムづくり

など各種相談窓口の充実を図ります。日常の相談に対して適切なアドバイスが行える

よう、職員の資質向上や関係機関との連携体制の強化を図ります。

主な事業 内容 課 名

法律相談

法律による解決が求められる諸問題を抱えてい

る市民に、弁護士による無料の法律相談を受けら

れる機会を設けます。

市民課

合同相談

行政相談、人権相談、家庭相談を同日同場所で行

う合同相談会を毎月一回開催します。相談会は各

相談員が連携し、適切なアドバイスができる体制

を作ります。また、各支局でも定期的に各種相談

会を開催し、市民の利便性の向上を図ります。

市民課

（４）市民活動団体、ボランティア活動の活性化

各種市民活動団体の自主的な活動を支援していくほか、ボランティア活動が広く理

解され、だれもが参加できるよう、広報・普及活動の充実を図り、活動に参加しやす

い環境づくりや新たな団体の育成に努めます。

主な事業 内容 課 名

市民提案型協働のまちづ

くり事業への支援

市民提案型協働のまちづくり事業の推進団体へ

補助金を交付し、積極的に支援します。
市民課



（５）国内外との交流活動の活性化

本市の特性や資源を生かしながら、国内外の友好都市・姉妹都市との文化交流や人

的交流を図ります。また、市民レベルの主体的な地域間交流を促進するため、海外派

遣などの各種交流事業を企画・推進します。さらに、各種交流団体の育成・支援を行

い、市民主体の活動の活性化を促進します。

主な事業 内容 課 名

国内姉妹都市等との交流
千葉県富津市・神奈川県大和市・東京都文京区と

の交流を行います。
市民課

国外友好都市との交流
アメリカ エイムズ市・フランス ボーヌ市と、市

民及び中学生の交流を行います。
市民課

市内外国人の交流
市内在住の外国人が一堂に会す場を設け、情報交

換等交流を推進します。
市民課

主な指標

指 標 説 明
現況値

（H23）

目標値

（H29）

関連

施策

協働が必要だと

思う市民の割合

研修等に参加した市民に対して行うアンケート

調査の中で、市民と行政との協働が必要だと思

う市民の割合

70％ 90％ (1)

ホームページへのア

クセス数
甲州市ホームページへの月平均アクセス件数 25,000 件 (2)

法律相談会相談者数
月に１回行う無料法律相談会に申し込まれる市

民の数
63 (3)

合同相談会相談者数 月に１回行う合同相談会に参加する市民の数 4 (3)

市民活動登録団体数 市民活動団体の登録団体数 23 (4)

国内姉妹都市交流事

業への参加者数
富津等の姉妹都市交流事業への参加者数 68 人 (5)

国外姉妹都市交流事

業への参加者数
エイムズ市等との交流事業への参加者数 24 人 (5)



参画と協働の指針

市 民 地域・団体・事業者

・広報紙やホームページに掲載される行
政情報に関心を持ちます。

・パブリックコメント制度、市民アンケ
ートなどを利用し、政策・施策の形成
過程に参画します。

・行政課題や地域の課題に関心を持ち、
協働への意識を高め、実践します。

・公募される審議会や委員会に積極的に
参加します。

・自主的な国際交流活動・地域間交流活
動を行います。

【地域・団体】
・行政課題や地域の課題に関心を持ち、

協働への意識を高め、実践します。
・積極的に国際交流・国際協力を行いま
す。
・市内在住の外国人と日常的な交流を図

り、相互に理解し合い、尊重し合える
環境をつくります。

【事業者】
・市民の一員として行政課題や地域の課

題に関心を持ち、協働への意識を高め、
実践します。



第２節 地域活動

現状と課題

■今日、価値観の多様化や社会を取り巻く環境の変化に伴い、一人ひとりの生活や地

域の個性に合った社会づくりに、自ら主体的に取り組む人々が増えてきています。

こうした人たちは、ボランティアなど個人として活動するだけではなく、社会貢献

活動団体として同じ志や意欲を持つ人たちとともに積極的に地域活動に取り組んで

います。

■少子高齢化の進行や地球環境保全意識の高まり、経済のグローバル化、国際化の進

展など、時代は大きな転換期を迎える中、行政には様々なニーズに的確に対応し、

効果的、効率的なサービスの提供が求められています。

■分権型社会への移行が進むことにより、地域の個性を生かした、知恵と工夫による

地域づくりが、ますます大切となっています。

■本市には、自治会として 100 の区と 868 の組が存在し、各区・組ごとに基礎的な

コミュニティ活動を展開しています。また、趣味や共通の関心などを通じて様々な

コミュニティも形成されており、地域の活性化の原動力となることも期待されてい

ます。また、防犯・防災・交通安全・地域福祉など様々な分野で地域のコミュニテ

ィ組織と市行政との協働体制の仕組みがますます重要になってきています。

■活動への参加者の固定化や高齢化、若者の参加の減少が進み、特に周辺地域におい

ては、若年層の流出や急速な高齢化により基本的なコミュニティ機能の低下が懸念

されています。

■活動拠点となる施設の整備充実をはじめ、コミュニティ活動の活性化のための有効

な支援施策を推進し、自治機能の向上、再構築を進め、地域の課題を地域自ら解決

することができる地域づくり、地域からのまちづくりを進めていく必要があります。

施策の目的

市民自らの地域づくり、地域からのまちづくりに向け、自主的なコミュニティ活動

を展開することができる環境・条件整備を進めます。

施策の体系

コミュニティ施設の整備

コミュニティ活動の活性化

地域活動



主要施策

（１）コミュニティ施設の整備

地域住民のふれあいの場、活動の場として、集会所等の施設整備・充実を図るとと

もに、市有建物の有効利活用を促進します。

主な事業 内容 課 名

地域集会施設整備事業

市民の集会を容易にし、地域の社会活動及び社会

教育の振興を図るため、地域住民の利用に供する

地域集会施設の整備事業に対し補助金を交付し

ます。

生涯学習課

（２）コミュニティ活動の活性化

地域からのまちづくりに向け、自主防災組織の育成や防犯活動、交通安全活動、高

齢者の見守りや子育て支援活動、地域の文化活動など様々な分野における活動の活発

化を促進し、ソフト事業などを活用した支援を図ります。また、コミュニティの重要

性等についての広報・啓発によりコミュニティ意識の高揚を図るとともに、コミュニ

ティ活動のあり方や、区や組の適正規模の検討などコミュニティ機能の向上に向けた

体制づくりを促進します。

主な事業 内容 課 名

区長会に関する事務
区長会活動の強化及び自治振興を目的として、区

長会定期総会、役員会並びに研修を行います。
総務課

自主防災組織に関する事務

市内すべての区にある自主防災組織の育成を目

的として、資機材等の設備補助を行い、防災意識

高揚に向けた研修会等を開催します。

総務課

主な指標

指 標 説 明
現況値

（H23）

目標値

（H29）

関連

施策

コミュニティ施設の

整備数
コミュニティ施設等を整備、改修した数 2 件 (1)

自主防災研修会

参加人数

自主防災リーダー育成を目的とした研修会に参加

した市民の人数
56 人 200人 (2)

自治会加入率 自治会加入戸数／全戸数 94.6％ 100％ (2)

参画と協働の指針

市 民 地域・団体・事業者

・地域社会を支える主体として地域活動
に積極的に参加します。

【地域・団体】
・地域の課題・問題について、コミュニ

ティでの課題解決に努めます。



第３節 男女共同参画・人権の尊重

現状と課題

■人々の生活様式の変化や価値観の多様化とともに女性の社会参画が進んでおり、社

会のあらゆる分野において女性の能力発揮や役割への期待がますます高まっていま

す。

■国においては、平成 22 年 12 月に第 3 次男女共同参画基本計画を策定し、これま

での取り組みに加え、仕事と家庭・地域生活の両立など少子化対策のほか、防災や

地域おこし、観光、環境等の新たな取り組みを必要とする分野における男女共同参

画の推進の必要性等を示しています。

■本市においては、男女共同参画プラン推進委員会を中心に甲州市男女共同参画プラ

ン「甲州フルーティー夢プラン」を策定し、男女共同参画社会の実現に向けた取り

組みを進めています。

■プランを総合的、体系的に推進するには、市が率先して取り組んでいくことはもち

ろんですが、男女共同参画社会の実現には、市民、事業者、行政等が一体となって

取り組んでいくことが重要です。

■男女が社会の対等な構成員として、あらゆる分野に参画し、主体性を持った生き方

ができるよう意識改革の推進をはじめ、男女の社会参画を促進する条件整備を総合

的に推進し、制度上のみならず、実際の面において社会へ参画することができる真

の男女共同参画社会の形成を進めていく必要があります。

■女性、子ども、高齢者、障害者、外国人等に対する差別や偏見をなくし、すべての

市民が平等に尊重され、一人ひとりが人権に対する理解と認識を深めていく必要が

あります。

施策の目的

男女共同参画社会の形成に向け、男女共同参画プランに基づき、意識改革を進めな

がら、あらゆる分野における男女共同参画を促進します。また、性別だけでなくすべ

ての人が差別や偏見を受けない地域社会の実現を目指します。

施策の体系

男女共同参画への意識改革の推進

女性の社会活動参画の支援

労働・雇用における男女共同参画の推進

人権尊重意識の高揚

男女共同参画・人権の
尊重



主要施策

（１）男女共同参画への意識改革の推進

旧来からの社会制度・慣行の見直しや固定的な性別役割分担意識の解消に向け、男

女共同参画プラン及び実施計画に基づき、フォーラムの開催や広報・啓発活動を推進

します。また、学校教育、家庭教育、生涯学習など様々な場を通じて、男女平等の理

念に基づく教育・啓発を推進します。さらに、ＤＶ*など異性に対するあらゆる暴力の

根絶に向けた啓発活動や相談体制の整備などの取り組みを推進します。

主な事業 内容 課 名

男女共同参画フォーラム

の開催

「男女で環になり笑顔のフォーラム」を開催し、

男女共同参画への意識改革を醸成します。
市民課

啓発活動
市内各種行事に参加し、アンケートの実施等、啓

発活動を行います。
市民課

男女共同参画推進条例の

策定

基本理念を定め、市、市民及び事業者等の責務を

赤らかにします。
市民課

（２）女性の社会活動参画の支援

各種審議会等への女性の積極的な登用や、企業や団体における女性の参画拡大の働

きかけなどを行い、社会活動への参画拡大に努めます。また、学習活動等を促進し、

女性の能力向上を支援します。

主な事業 内容 課 名

男女共同参画推進委員会

の開催

男女共同参画社会の実現を目指し、プランの策定

及び男女共同参画社会に関する施策を、総合的か

つ効果的に推進します。

市民課

（３）労働・雇用における男女共同参画の推進

男女雇用機会均等法など労働・雇用に関する法律の普及・啓発に努めます。また、

仕事と家庭・地域生活の両立に向け、子育て支援施策や介護・福祉施策等の充実を図

るほか、育児・介護休業制度や短時間勤務制度等の周知・活用を促進します。

主な事業 内容 課 名

啓発活動の実施
市内事業所を訪問し、職場や家庭の中で、男女が

互いの個性を生かせるよう呼びかけます。
市民課

* ＤＶ：Domestic Violence。配偶者等からの暴力。



（４）人権尊重意識の高揚

あらゆる人権問題に正しい理解と認識を深めるため、人権擁護委員や関係機関と連

携し、啓発に努めるとともに、相談窓口の充実による体制整備や人権教育・学習機会

などを通しての人権尊重意識の普及に努めます。

主な事業 内容 課 名

人権相談会の開催
毎月開催する合同相談会に人権相談窓口を設置し、

市民からの相談に応じています。
市民課

啓発活動

市内各種行事や教育現場に赴き、啓発品の配布等、

啓発活動を行います。「人権擁護委員の日（6 月 1

日）」、「人権週間（12 月４日～12 月 10 日）」には、

広報車で市内を巡回し、啓発活動を行います。

市民課

主な指標

指 標 説 明
現況値

（H23）

目標値

（H29）

関連

施策

男女共同参画条例の

策定

市、市民及び事業者等の責務を明らかにするた

めの男女共同参画条例の策定
－ 策定する (1)

審議会等の付属機関に

おける女性委員の割合
各審議会等の付属機関に占める女性委員の割合 32.9% (2)

啓発活動実施箇所数 市内事業者への啓発活動の実施箇所数 3 箇所 (3)

人権相談会での相談

者数

合同相談会で人権相談窓口を訪れる市民の数

（年間）
５人 (4)

参画と協働の指針

市 民 地域・団体・事業者

・職場、学校、地域、家庭等で男女共同
参画の推進に努めます。

・家族がお互いに協力し、家事、子育て、
介護等を行います。

・お互いを社会の対等なパートナーとし
て認め合い、尊重します。

【地域】
・性別役割分担意識に基づく慣習等を見

直し、地域における男女共同参画を推
進します。

【事業者】
・男女がともに能力を発揮できる職場環

境をつくります。
・雇用における機会均等や男女がともに

能力を発揮できる職場環境を確保しま
す。



第４節 自治体経営

現状と課題

■地方分権が一層進展し、自治体には、市民参画を基本に、自らの責任と判断で自ら

の進むべき方向を定め、具体的な施策を自ら実行していく能力が強く求められてい

ます。

■本市は、平成 17 年 11 月に合併し、行政組織・機構の再編を図るとともに、より

効率的で自立した自治体を目指し、行財政運営を進めています。

■社会・経済情勢の急速な変化とともに、行政ニーズはこれまで以上に増大し、かつ

多様化していくことが見込まれます。一方では、県から市町村への権限移譲に伴い、

事務量が増加し、人的・財政的負担を迫られることが予想されます。

■限られた資源（人、物、財源）で、これまでの行政サービスを維持しながら、だれ

もが納得できる行政運営を進めていくために、歳出の徹底した見直しや自主財源の

確保など効率的で持続可能な財政運営とともに、行政運営のあり方自体を常に点

検・評価しながら、さらなる改革を進めていく必要があります。

■今後は、行財政の抜本的な改革を行うために策定した行政改革大綱やその実施計画

等に基づき、さらなる行財政改革を計画的、段階的に推進していくことが必要です。

■消防、介護認定、自立支援認定、斎場運営、ごみ処理、水道、後期高齢者医療につ

いて他自治体と連携して広域で実施しています。今後､地方分権の進展により､地方

自治体の果たす役割がますます大きくなることが予想されるため、広域的に対応す

ることが効率的な事務事業について連携のもと実施することが求められています。

施策の目的

地方分権時代にふさわしい真に自立可能・持続可能な自治体経営の確立に向け、各

種指針に基づき、さらなる行財政改革を強力に推進します。

施策の体系

行財政改革の推進

行政評価制度の活用

健全な財政基盤の確保

効果的・効率的な財政運営の推進

広域行政の推進

市有建築物等の長寿命化

自治体経営



主要施策

（１）行財政改革の推進

行政改革大綱等に基づき、行政組織・機構の改革をはじめ、事務事業の見直し、適

正な定員管理、人事評価制度の確立、指定管理者制度の活用など、さらなる行財政改

革を計画的、段階的に推進します。

主な事業 内容 課 名

行政改革実施計画の見直し

行政改革推進委員会・行政改革推進本部等で実施

計画の進捗状況を的確に把握し、必要に応じて見

直しを行います。

政策秘書課

組織・機構の改革
社会情勢の変化に合わせ必要に応じて組織機構

を見直します。
政策秘書課

適正な定員管理
事務事業の見直し、民間委託の導入などにより適

正な定員管理を進めます。
総務課

人事評価制度の確立
職員の業務に対する意欲を高めるため、人事評価

制度の導入に向けた取組を行います。
総務課

指定管理者制度の活用
指定管理者制度導入の適否を検討し、積極的に導

入を図ります。

政策秘書課

関係各課

接遇の向上
お客様アンケート、接遇マニュアルの実践等によ

り市民サービスを向上します。

政策秘書課

関係各課

職員資質の向上
多様な職員研修を実施するなどし、職員資質の向

上に努めます。

総務課

関係各課

（２）行政評価制度の活用

市民重視、成果重視の行政への転換と、職員の意識改革、資質向上に向け、行政評

価を活用します。限られた人材と財源をより効率的に使うため政策・施策・事業の実

施・点検・見直しのサイクルを構築していきます。

主な事業 内容 課 名

事務事業評価の実施
事務事業を客観的に評価し、その評価結果を行政

運営に反映させます。

政策秘書課

関係各課

施策評価の実施
各施策について自ら評価し、その結果を政策の企

画・立案等に反映させます。

政策秘書課

関係各課

第三者評価の実施
内部だけでなく、市民や有識者などの外からの視

点を取り入れた評価を行います。

政策秘書課

関係各課



（３）健全な財政基盤の確保

市民の理解が得られるよう、経費全般についての徹底的な見直しを行い、すべての

面でその節減・合理化を図り、コスト意識の徹底を図ります。また、適正な課税客体

の把握に努め、収納率の向上対策、受益者負担の原則に基づく使用料・手数料の見直

し等を図るとともに、市有財産の有効活用、広告料収入事業の検討など、自主財源の

確保を図ります。さらに、国・県などの各種制度の有効活用を図ります。

主な事業 内容 課 名

経常経費の節減
事務処理コストをはじめ経常経費の削減に努めま

す。
関係各課

収納率の向上

税負担の公平性や税収確保の観点から、収納率の向

上に努めます。コンビニ納付を進めるとともにクレ

ジット収納等の検討を進めます。

収納課

未収金の解消
市営住宅使用料、上下水道使用料、保育料等の未収

金の縮減に務めます。
関係各課

課税客体の把握
適正な課税客体の把握に努め、納税者の公平性を図

ります。
税務課

使用料・手数料の見直し
受益者負担の適正化を図るため、使用料・手数料の

見直しを行います。

政策秘書課

関係各課

未利用財産の処分
公共で使用しない市有地の売り払い、貸付を進めま

す。動産等についても公売を行います。
管財課

広告収入事業の推進
ホームページや広報等への広告掲載を進めます。 政策秘書課

関係各課

（４）効果的・効率的な財政運営の推進

バランスシート*など時代に即した財政分析・評価手法を積極的に導入し、事業効果

や重要度、緊急度等を総合的に勘案し、事業の重点化を図りながら、効果的・効率的

な財政運営を推進します。また、わかりやすい財政内容の市民への公表を推進し、市

財政への関心と理解を深めていきます。

主な事業 内容 課 名

新地方公会計制度に基づ

く財務諸表の分析・活用

従来の単式簿記による会計制度に加え、新地方公会

計制度に基づく発生主義的な考え方を導入し、連結

ベースで公会計の整備を推進します。

財政課

財政状況の市民への公表
財政状況についてより積極的に情報を開示し、わか

りやすい情報提供に努めます。
財政課

* バランスシート：貸借対照表。一定時点における財政状態を表示した会計報告書。



（５）広域行政の推進

市民の行政サービスに対するニーズが多様化・高度化していることに加え、生活圏

も拡大していることから、行政事務を広域で取り組むことで行財政運営の効率化と住

民サービスの向上を図ります。

主な事業 内容 課 名

共同事務処理の推進
既存広域行政組織の業務内容の一層の充実と、さら

なる経営の効率化に努めます。
関係各課

新たな広域連携・

共同事務処理の検討

新たな広域行政課題については、広域連携のあり方

及び共同処理の可能性を検討します。
関係各課

（６）市有建築物等の長寿命化

市有建築物には、市役所庁舎や市民会館、地域コミュニティ施設、保健センター、

小・中学校、図書館、市営住宅など、多種多様な施設があります。

これらの市有建築物は、すでに建設から長期間を経過したものの割合が高くなって

きています。

そのため、公共施設白書を作成し、市有建築物の長寿命化による施設の計画的な修

繕計画を策定するなどし、多目的利用や統廃合及び廃止も検討します。

主な事業 内容 課 名

公共施設白書の作成
長期的な視野から施設等の長寿命化等を目指した

公共施設白書を作成します。

管財課

関係各課



主な指標

指 標 説 明
現況値

（H23）

目標値

（H29）

関連

施策

行政改革実施計画の

達成率

行政改革実施計画における「達成」「一部達成」

の割合
77.6％ 90％ (1)

お客様アンケートの

評価

お客様アンケートにおいて、職員の接遇を「よ

い」「ややよい」と回答した人の割合
82％ 85％ (1)

第三者評価の内容
第三者評価における市民評価内容と職員評価内

容の一致率
35％ 70％ (2)

市税収納率（現年） 市税収入額／市税調定額 98.1％ 98.5％ (3)

実質公債費比率
実質的な公債費（地方債の元利償還金）が財政

に及ぼす負担を表す指標
14.3％ 13.7％ (4)

将来負担比率
公社や出資法人も含め、自治体が将来支払う可

能性がある負債の一般会計に対する比率
124.5％ 120.0％ (4)

共同処理事務数 共同処理している事務数（一部事務組合等） 8 10 (5)

公共施設白書の作成 公共施設白書による長寿命化等の進捗率 － 20％ (6)

参画と協働の指針

市 民 地域・団体・事業者

・市の行財政への関心を持ちます。
・納税者の義務を果たします。
・公共施設を大切に使います。

【団体】
・補助金等を財源としている運営を見直

し、自立運営に努めます。
・地域を元気にする多様な市民活動に取

り組みます。
【事業者】
・豊かな社会づくりとその持続的な発展

のため、社会貢献活動に取り組みます。
・納税者の義務を果たします。


